
市 議 会 だ よ り （�）第２１６号 �015年（平成�7年）５月９日

● 議員からの寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています ●
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。
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、
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。
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※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。

（この会派別議員名簿は２月定例会現在のものです）

○平成�7年定例会開会予定日○

６月定例会 ６月12日(金)

９月定例会 ９月４日(金)

12月定例会 11月27日(金)

※上記は予定であり、事情により変更
される場合があります。
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○市長提出
議　案 第52号 市川市行政組織条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ × 可　決

53号 市川市庁舎整備基本構想策定委員会条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
54号 市川市行政手続条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
55号 市川市職員定数条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
56号 市川市教育委員会教育長の勤務時間、休日、休暇その他の勤務条件に関する条例の制定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
57号 職務に専念する義務の特例に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決

58号
市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例及び市川市特別職の
職員の退職手当支給条例の一部改正について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決

59号 市川市特別職報酬等審議会条例等の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
60号 市川市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
61号 市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
62号 市川市手数料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
63号 市川市立保育園の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
64号 市川市保育の実施に関する条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
65号 市川市介護保険条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
66号 市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
67号 市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
68号 市川市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
69号 市川市教育委員会委員の定数に関する条例の全部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
70号 市川市教育振興審議会条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
71号 市川市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
72号 市川市放課後保育クラブの設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
73号 平成26年度市川市一般会計補正予算（第４号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
95号 平成26年度市川市一般会計補正予算（第５号） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
74号 平成26年度市川市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
75号 平成26年度市川市下水道事業特別会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
76号 平成26年度市川市地方卸売市場事業特別会計補正予算（第３号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
77号 平成26年度市川市介護老人保健施設特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
78号 平成26年度市川市介護保険特別会計補正予算（第３号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
79号 平成26年度市川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
80号 平成26年度市川市病院事業会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
81号 平成27年度市川市一般会計予算 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
82号 平成27年度市川市国民健康保険特別会計予算 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
83号 平成27年度市川市下水道事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
84号 平成27年度市川市地方卸売市場事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
85号 平成27年度市川市介護老人保健施設特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
86号 平成27年度市川市介護保険特別会計予算 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
87号 平成27年度市川市後期高齢者医療特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
88号 平成27年度市川市病院事業会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
89号 都市計画道路３・４・18号道路築造工事第5-1工区請負変更契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
90号 市有財産の売払いについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可　決
91号 教育長の任命について（田中庸惠氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意
92号 教育委員会委員の任命について（平田史郎氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意
93号 公平委員会委員の選任について（北井久美子氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意
94号 公平委員会委員の選任について（山本徹氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意

諮　問 第２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（松原いつ子氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可答申
３号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（長谷川康博氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可答申
４号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（秋吉マツ氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可答申
５号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（久保柴の氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可答申

報　告 第42号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認
○議員提出
発　議 第45号 市川市議会委員会条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 可　決

46号 ヘイトスピーチ対策について法整備を含む強化策を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
47号 都市農業の振興策強化等を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可　決
48号 ドクターヘリの安定的な事業継続に対する支援を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
49号 「核兵器のない世界に向けた法的枠組み」構築への取り組みを求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
50号 東日本大震災の被災者に対する住宅支援のあり方に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
51号 人間らしく働くことのできる雇用のルール確立を求める意見書の提出について × × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決
52号 政党助成金を廃止するよう求める意見書の提出について × × ○ × × × △ × ○ × × 否　決
53号 介護報酬の引き下げをやめるよう求める意見書の提出について × × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決
54号 民主主義国家として、沖縄・辺野古への米軍新基地建設をやめるよう求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × 否　決
55号 生活保護費の引き下げをやめるよう求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × 否　決
56号 「前代未聞」の流会事件を二度と繰り返さないことを誓う決議について × × ○ × × △ ○ ○ ○ × ○ 否　決

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△、欠席：―　　　　※可答申：異議ない旨答申
※無所属・ネット＝無所属の会・市民ネット
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。
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　市川市議会では、当該定例会中に開か
れた委員会において結論の出ないもの
は、通常、閉会中継続審査事件としてい
ます。ただし、議員改選直前の２月定例
会では、委員会で結論の出なかった議案
や請願は、次期議会に引き継がれず廃案
となり、これを審議未了といいます。

　ドクターヘリは救急医療体制に必要不

可欠であり、その出動件数は著しく増加し

ている。運航経費には厚労省が補助金によ

る財政支援を行っているが、金額の算定に

は地域の実態を的確に反映することが不可

欠である。よって、本市議会は国に対し、

将来にわたるドクターヘリの安定運用のた

め、下記事項の実施を強く求める。

1．医療提供体制推進事業費補助金の基準

額等の改善と財源確保に努めること

2．ドクターヘリの安全・安定的な事業継

続のために、運航従事者の育成・確保

に対して必要な支援を行うこと。


